
 
生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む） 

 

令和５年６月  日 

 

          （名称）加須市地域公共交通会議          
  

生活交通確保維持改善計画の名称 

 地域内フィーダー系統確保維持計画 

  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 ・高齢社会の進展等による高齢者等の交通弱者の増加に伴い、通院、買い物等の市民の

日常生活の足の確保や社会参加機会の提供が求められている。 

・高齢者等の交通弱者対策と公共交通空白地域の解消を推進するとともに、新市の一体的

なまちづくりに資するため、地域の特性や住民のニーズに適合した持続可能な地域公共交

通ネットワークを構築する必要がある。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

  

指  標 目標値 
実績 

（令和４年度） 

シャトルバスの利用者数 １５人/日 １４．７人/日 

デマンド型乗合タクシー利用登録者数 １７，５００人 １７，２４１人 

デマンド型乗合タクシーの利用者数 １１５人/日 １０６．６人/日 

※新型コロナウイルス感染症の影響による昨今の利用状況等と、令和４年度の実績を踏ま

え目標値を設定 

 

（２）事業の効果 

・市全域において、交通不便地域の対応を図ることができ、高齢者等を始めとする交通弱

者の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。さらに、幹線・支線のネットワー

クが連携することで、効率的な運行体系が実現できる。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

（１）事業の名称  ・広報紙やＨＰでの制度の周知 

          ・利用ガイドの作成・配布 

（２）実施主体   加須市 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 

 

別添の表１のとおり。 

 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

  加須市から運行事業者への補助金額については、運行収入及び国庫補助金を運行経費

から差し引いた差額分を負担することとしている。  

 

（案） 
資料２ 



 
６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

  朝日自動車株式会社、加須タクシー株式会社、騎西タクシー有限会社  

  

  

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

 ※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

 ※該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 

別添の表５のとおり。 

 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 ※該当なし 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する

費用の負担者【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 



 
16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし  

17．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし 

18．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 ※該当なし 

（２）事業の効果 

 ※該当なし 

19．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 ※該当なし  

20．協議会の開催状況と主な議論 

 ・令和５年６月  日：令和６年度生活交通確保維持改善計画の作成に係る協議 

 

21．利用者等の意見の反映状況 

・加須市地域公共交通会議に、住民及び利用者の代表が委員として参画し、加須市地域公

共交通総合連携計画を策定した。 

・新たなコミュニティバスの導入に向けた地域別の懇談会の開催、既存コミュニティバス

利用者等に対するアンケート調査、加須市地域公共交通総合連携計画案に対するアンケ

ート調査などを行い、市民意向を加須市地域公共交通総合連携計画に反映した。 

・運行開始後における市民の意見・要望等データ等を基に、より利便性の高いコミュニテ

ィバスの運行に向け、加須市地域公共交通会議を開催し協議を行っている。 

・上記の加須市地域公共交通会議の協議を経て、平成２５年６月からデマンド型乗合タク

シーの運行方法の見直しを、同年１０月からシャトルバスの運行経路延伸及び停留所の

増設を実施した。 

・デマンド型乗合タクシー（中エリア）において、希望の便の予約ができない場合が発生

していたことから、利用者のニーズに応えるため、平成２８年４月から運行車両を１台

増車した。 

・新たに整備された県道を活用し、路線バスの廃止による影響を受けた地域住民の利便性

の向上を図るとともに、医療機関への移動手段の確保を図るため、平成２８年７月から

シャトルバスの運行経路変更及び停留所の増設を実施した。 

・大型商業施設（ピアシティ大利根）の新設に伴う利用状況を鑑み、エリア外乗入ポイン

ト（北エリア→中エリア）の増設を実施した。 

・令和４年１月からシャトルバスの運行経路変更及び停留所の増設と、デマンド型乗合タ

クシーを中エリアと南エリアに１台ずつ合計２台の増車を実施した。 

・加須市地域公共交通会議において、令和４年３月に加須市地域公共交通計画を策定した。 

・令和４年６月の済生会加須病院の開院にあわせて、シャトルバスの同病院への乗り入れ

を開始した。また、デマンド型乗合タクシーのエリア外乗入ポイント（中エリア→南エ

リア）に同病院を追加した。 

 

 

 

 



 
22．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県 埼玉県企画財政部交通政策課担当 

関係市区町村 
加須市副市長 

（事務局）加須市総合政策部政策調整課担当 

交通事業者・交通

施設管理者等 

朝日自動車株式会社運輸部部次長 

騎西タクシー有限会社代表取締役 

加須タクシー株式会社代表取締役 

一般社団法人埼玉県バス協会専務理事 

一般社団法人埼玉県乗用自動車協会専務理事 

朝日自動車労働組合執行委員長 

東武鉄道株式会社羽生駅長 

埼玉県警察加須警察署交通課長 

埼玉県県土整備部行田県土整備事務所管理担当課長 

地方運輸局 国土交通省関東運輸局埼玉運輸支局首席運輸企画専門官 

その他協議会が必

要と認める者 

加須市自治協力団体連合会加須支部長 

加須市自治協力団体連合会騎西支部長 

加須市自治協力団体連合会北川辺支部長 

加須市自治協力団体連合会大利根支部長 

加須市老人クラブ連合会会長 

加須医師会会長 

加須市商工会理事 

平成国際大学教授 

 

 


